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Abstract:
The aim of this study is to find out whether mothers’ child-rearing anxiety can be mitigated 

by way of consultations held at kindergarten. To verify the results, data was used from a 
longitudinal survey of 472 mothers with kindergartners. Analysis of variance was carried out 
for three factors: children’s problem behavior, the frequency of use of childcare consultation 
opportunities, and child-rearing anxiety. The result confirmed that making use of consultation 
opportunities had the effect of significantly reducing anxiety in the group in which there was 
a high level of internalized problem behavior. Furthermore, it became clear that the factors 
involved in deciding whether or not to make use of consultation opportunities included the 
availability of information regarding childrearing and social support, the degree of anxiety, 
and relations with kindergarten teacher.
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Ⅰ．問題と目的
長らく続く少子化傾向への対策として、平成

27年度からは「子ども・子育て支援新制度」
が開始されたが、新制度においても、これまで
同様、幼稚園や保育所が地域の子育て支援の拠
点としての役割を果たすことが重視されてい
る。幼稚園に関しては、中央教育審議会答申

「子どもを取り巻く環境の変化を踏まえた今後
の幼児教育の在り方について」（平成17年１月
28日）において、人間形成の基礎を培う幼児
教育の重要性に鑑み、「家庭」、「地域社会」、

「幼稚園・保育所等の施設」それぞれが幼児教

育を充実させるとともに、これらが相互に十分
な連携を図っていくことが必要であるとしてお
り、家庭や地域社会の教育力の再生・向上の目
指し、子育て支援の強化を求めている。

文部科学省の「平成24年度幼児教育実態調
査」の結果によると1）、幼稚園において子育て
支援活動の実施率は、公立園で89.0％、私立園
でも82.5％と上昇傾向にあるが、幼稚園教職員
による子育て相談の実施率は、公立園で65.4
％、私立園で55.2％とまだ十分であるとは言い
難い。

一方で、望月らの実施した全国調査によると2）、
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幼稚園児を持つ母親の約８割が「保護者からア
ドバイスがほしい」と考えており、また約６割
が「とにかく話を聞いてもらえればと思う」と
いう意識を持っていることからも、今後ますま
す充実化が図られるべきであろう。

しかしながら、こうしたニーズの高まりとと
もに園における子育て支援の重要性が認められ
ながらも、具体的にどういった効果があるのか
を検討した研究はまだ少ない。

そこで、例えば、幼稚園における「預かり保
育」、「子育て相談」、「未就園児向けの支援」の
３つの支援の利用者、あるいは利用を希望して
いる母親は、利用を希望していない母親よりも
育児への否定的感情が強いといった結果を踏ま
え3）4）、そうした否定的感情が子育て支援によ
って、緩和されていくのかについて検証するこ
とが必要である。また、そのためには、横断的
な調査にとどまらず、縦断的調査による因果関
係の分析が不可欠である。

よって、本研究の第一の目的として、母親の
抱く育児感情を指標とし、幼稚園における子育
て相談に焦点をあて、支援の効果について検証
を行う。子育て相談とは、子育てや子どもの発
達などに関する情報や、母親の悩みを聞いた
り、心情を理解するといった情緒的なサポート
を提供する場であるといえる。育児感情の分析
を行った荒牧・無藤によると、育児への不安感
は、子育てに関する情報の多さや周囲からのサ
ポートとの関連が認められており、こうした不
安感は、親自身の子育てのあり方への不安感と
子どもの発達・育ちに対する不安感に大別され
るが5）、幼稚園とは、言うまでもなく、幼児教
育機関であることを踏まえ、本研究では特に後
者に重点をおいて分析を行う。

さらにこれまでに蓄積された多くの研究結果
から、子どもの行動や発達状況などが母親の
parenting stressに大きな影響を及ぼすことが
指摘されていることから6）、本研究では、子ど
も側の要因として問題行動の有無に着目し、検
証を行うこととする。

そして第二の目的として、どういった母親が
子育て相談を利用しているのか、その特徴を明
らかにし、今後の支援の課題を探ることとす

る。

Ⅱ．方法
（１）調査対象と手続き
第１次調査：首都圏在住で、幼稚園に子どもを
通わせている母親を調査対象とした。首都圏
10園の幼稚園に協力を依頼し、在園児の母親
に質問調査票を配布してもらった。各園にて留
め置きで、もしくは直接郵送にて回収を行い、
1,280名から回答を得た（回収率56.8％）。調査
時期は、2009年７月である。
第２次調査：第１次調査協力者のうち、第２次
調査への協力も了承してくれた母親703名に対
して、直接調査票を送付し、郵送法による質問
紙調査を実施した。回答は472名から得た（回
収率67.1％）。調査時期は2010年３月である。
倫理的配慮：第１次調査の調査票配布時に、調
査への協力は任意であることを説明文に明記し
た上で、調査票へ回答を求めた。また、回答内
容や誰が調査に協力したかどうかが園側に伝わ
らないよう、調査票は無記名の封筒に入れて回
収を行った。第１次調査、第２次調査ともに個
人情報保護のため氏名は匿名化し、データは
ID番号で管理した。

（２）調査内容
フェイスシート：子どもの性別や出生順位、所
属クラス、母親の年齢、就労状況などを尋ね
た。母親の育児感情：荒牧らによる計21項目
を用いた7）。子育て中に感じる感情について、

「１．まったくない～４．よくある」までの４
件法で回答してもらった。
子どもの問題行動：CBCL（Child Behavior 
Check List）２/３の日本語版8）より、各因子
への負荷量が高いものを基準に、計23項目を
選択した。過去２ヶ月間で各項目に当てはまる
ような態度が見られたかをたずね、「０．あて
はまる」「１．ややまたはときどきあてはまる」

「２．よくあてはまる」の３つの選択肢を設け
た。
子育てに関するサポート・情報：道具的サポー
トとして、「いざという時に、子どもの面倒を
見てくれる」、「日常的に、子どもの面倒を見て
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くれる」の２項目、情緒的サポートとして、
「子育てについての愚痴や悩みを聞いてくれ
る」、「子育ての大変さをわかってくれる」の２
項目を設定した。夫については、各項目に対し
てどのくらいあてはまるかを「１．全くそうで
はない」～「４．とてもそう」で評定してもら
った。夫以外としては「妻方の親／夫方の親／
母親の兄弟・姉妹／友人／近所の人／民間の託
児サービス／その他」を選択肢として設け、そ
れぞれがサポート提供者として当てはまるかど
うかで複数回答により選んでもらい、その数を
足しあげてサポート得点とした。次に、子育て
に関する情報について、「育児書／育児雑誌／
テレビの育児番組／インターネット上の子育て
情報／新聞の育児欄／保健所や児童相談所など
の専門機関／市の広報」をどのくらい利用して
いるか「４．とてもしている～１．全くしてい
ない」で回答を求めた。
幼稚園における子育て相談：第２次調査にて、
１年間で、幼稚園教師に、子育て関する相談を
したことがあるかどうかを「１．１度も相談し
なかった」、「２．１年に数回くらい」、「３．１
学期に数回くらい」、「４．１か月に数回くら
い」、「５．１週間に数回くらい」のいずれかで
回答してもらった。
幼稚園及び生活全般に関する負担：第２次調査
にて、１年間を通し、幼稚園の行事への参加や
保護者同士の付き合い、降園後の子どものスケ
ジュール管理等について、「１．まったく負担
に感じなかった～４．とても負担に感じた」の
４件法で回答してもらった。本研究では、幼稚
園教師との関係性を測る指標として、「教師と
の付き合い」についての負担感を分析に用い
た。

統計処理には、IBM SPSS Statistics 23及び
Amos 23を使用した。

Ⅲ．結果
（１）対象者の特徴

母親の年齢は、21～ 25歳が２人（0.4％）、
26～ 30歳 が48人（10.2 ％）、31～ 35歳 が162
人（34.3 ％）、36～ 40歳 が191人（40.5 ％）、
41～ 45歳が61人（12.9％）、46歳以上が７人

（1.5％）、不明１名（0.2％）であり、30歳代が
全体の７割以上を占めている。また、対象児の
性 別 は、 男 児239人（50.6 ％）、 女 児233人

（49.4％）、対象児の出生順位は、第１子が258
人（54.7％）で最も多く、第２子が165人（35.0
％）、 第 ３子 が43人（9.1 ％）、 第 ４子 が ６人

（1.3％）である。対象児の所属するクラスは、
年 少 組 が150人（31.8 ％）、 年 中 組 が173人

（36.7％）、年長組が148人（31.4％）、不明１
名（0.2％）であり、ほぼ均等に分かれている。
さらに、母親の就業形態については、第１次調
査では、専業主婦が383人（81.1％）で全体の
８割以上を占めており、続いて、パートタイム
勤務が53人（11.2％）、フルタイム勤務８人

（1.7％）、その他27人（5.7％）、不明１人（0.2
％）となっている。第２次調査でも、約８割の
母親が専業主婦であった。また、家から幼稚園
までの距離を推測する指標として、園への通園
手段を尋ねており、内訳は、徒歩が80人（16.9
％）、自転車が140人（29.7％）、園バスが237
人（50.2％）、その他12人（2.5％）、不明３人

（0.6％）となっている。

（２）子育て相談の利用頻度
１年間で、幼稚園教師に対してどのくらい子

育てに関する相談をしたかを尋ねた結果を図１
にまとめた。その結果、「１度も相談しなかっ
た」と答えた割合が全体の３割を占めており、
約半数が「１年に数回くらい」と答えている。
そして残りの約２割は、「１学期に数回以上」
と比較的頻繁に相談をしている状況が明らかと
なった。この結果をもとに、「１度も相談をし
なかった」群を「利用なし」群（30.3％）、「１
年に数回」群（52.8％）、「１学期に数回以上」
群（16.9％）と３群に分けて、以降の分析にて
用いることとした。
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（３）子育て相談利用の効果検証
①育児感情尺度の因子分析結果

子育て相談を利用することによって、母親の
育児感情はどのように変化するのかを検証する
にあたり、まず、育児感情の因子分析を行っ
た。今回の分析に使用した育児感情尺度は、

「負担感」、「不安感」、「肯定感」の３つの上位
因子で構成されており、さらに「負担感」と

「不安感」は、「不安感」を親側・子ども側のど
ちらに起因するかによって、「育児への束縛に
よる負担感（親負担感）」、「子どもの態度・行為
への負担感（子負担感）」、また、「自分の育て方
への不安感（親不安感）」と「子どもの育ちへの
不安感（子不安感）」の２つの下位因子から構成
されていることが明らかになっている9）。これ
らを踏まえ、今回の調査で得られた２時点のデ
ータも、同じ因子構造であることを想定して、
各時点での確認的因子分析を行った。その結
果、１時点目、２時点目におけるモデルの適合
度指標は、それぞれGFI＝.917、AGFI＝.895、
C F I＝.928、R M S E A＝.052、G F I＝.927、
AGFI＝.907、CFI＝.941、RMSEA＝.048と
当てはまりが概ね良好であることが確認され
た。本研究で分析に用いる「子不安感」（４項
目）と「親不安感」（４項目）の信頼性係数の
値は、１時点目ではα＝.84とα＝.80、2時点
目ではα＝.84と.81であり、十分な値を示して
いた。

②子どもの問題行動尺度の因子分析結果
子どもの問題行動は、大きく外在化問題行動

と内在化問題行動に分類される10）。そこで、
本研究においても、２因子構成を想定した上
で、最尤法、プロマックス回転による探索的因
子分析を行った（表１）。分析の結果より、「落
ち着きがない」、「気分や感情が急に変わる」な
ど13項目を「外在化問題行動」、「はずかしが
りや、臆病である」、「人に親しみを表さない」
など９項目を「内在化問題行動」とした。「感
情が傷つきやすい」については、両因子に対し
て .30以上の負荷量を示しているが、先行研究
に従い、本研究では「内在化問題行動」に分類
することとした。そして、各因子を構成する項
目を足し上げて尺度得点とし、さらに上位・下
位それぞれ30％を基準として分割し、問題行
動のHigh群、Low群と命名した。

③�「子育て相談の頻度」×「子どもの問題行
動」×「育児感情」の３要因分散分析結果
子育て相談の利用頻度が母親の育児への不安

感を軽減する効果を持ちうるのか。このことを
検証するために、子どもの問題行動の高低によ

表１　子どもの問題行動尺度の因子分析結果
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る違いを視野に入れ、分析を行った。具体的に
は、２時点で測定した育児への不安感得点を被
験者内要因とした「子育て相談頻度」（３）×

「子どもの問題行動」（２）×「不安感」（２）
の３要因分散分析を実施した（表２）。「不安感」
は「子不安感」と「親不安感」、そして、「子ど
もの問題行動」は「内在化型問題行動」と「外
在化問題行動」に分け、それぞれの組み合わせ
について、計４パターンの分析を行った。

分析の結果、「問題行動」の得点が高い群は、
低い群よりも母親の不安感が有意に高いことが
明らかになった。また、全体的に、１学期より
３学期の方が不安感は減少している傾向が見ら
れた。そして、被験者間要因を外在化問題行
動、被験者内要因を子不安感とした分散分析結
果においては、１次交互作用が有意であり、１
年に数回程度の群と１学期に数回以上の群で
は、子不安感が減少する傾向にあった。

被験者内要因を「子不安感」とした場合、
「内在化型問題行動」については、問題行動の
主効果、及び「育児感情」×「相談頻度」×

「問題行動」の２次交互作用が有意であった。
「外在化問題行動」については、「問題行動」の
主効果、及び「育児感情」×「相談頻度」の１

次交互作用が有意であった。続いて、被験者内
要因を「親不安感」とした場合、「内在化問題
行動」については、育児感情と問題行動の主効
果が有意であり、「外在化問題行動」について
は、問題行動の主効果のみが有意であった。

さらに、内在化問題行動と利用頻度を被験者
間要因、子不安感を被験者内要因とした分散分
析では、２次交互作用が有意であったことか
ら、問題行動のHigh群とLow群のそれぞれに
おいて、利用頻度（３）×子不安感（２）の分
散分析を再度行った。図２は、Low群におけ
る分析結果であるが、子不安感の主効果は有意
でなかったが（F（1,180）＝.05, n.s）、相談頻度
の 主 効 果 は 有 意 で あ り（F（2,180）＝3.11,  
p<.05）、Tukey法による多重比較の結果、１
年間に数回くらい利用している群は利用してい
ない群より有意に子不安感が高かった。そし
て、交互作用は有意ではなかった（F（2,180）
＝.17, n.s）。続いて、図３には、High群におけ
る分散分析結果を示した。High群では、子不
安感の主効果（F（1,149）＝2.06, n.s）及び相
談頻度の主効果（F（2,149）＝.64, n.s）は有意
ではなかったが、交互作用は有意であった（F

（2,149）＝3.92, p<.05）。利用頻度３群の中で、

表２　子育て相談の利用頻度×子どもの問題行動×育児感情の分散分析結果表２	
 子育て相談の利用頻度×子どもの問題行動×育児感情の分散分析結果  

 

 
 

 

図２	
 子育て相談の利用頻度×子不安感の分散分析結果  
（内在化問題行動 Low 群）  
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子不安感得点が最も減少していたのは、１学期
に数回以上の利用者であった。

（４）子育て相談利用者の特徴
上記の分析結果から、子育て相談を利用する

か否かにより、子不安感の変化に違いがあるこ
とが明らかとなった。では、どういった母親が
子育て相談を利用しているのか。それを明らか
にすべく、利用の有無を基準変数としたステッ

プワイズ法による正準判別分析を行った。説明
変数は、いずれも第１次調査で得られたデータ
であり、子どもに関する変数として「出生順
位」、「所属クラス（１＝年少、２＝年中、３＝
年長）」、「性別」（１＝男児、２＝女児）、「内在
化問題行動」、「外在化問題行動」を、母親に関
する変数として「母親の年齢」、「母親の就労有
無（１＝専業主婦、２＝有職）」、「幼稚園教師
との付き合いへの負担感」、「親不安感」、「子不
安感」を、子育て状況に関する変数として「通
園手段（１＝徒歩、２＝自転車、３＝園バス）」、

「夫サポート」、「夫以外からのサポート」、「子
育てに関する情報量」を投入した。

分析の結果、「子不安感」、「子育て情報量」、
「夫以外からのサポート」、「幼稚園教師との付
き合いへの負担感」が説明変数として有意であ
り（Wilksのλ＝.89、χ２＝46.00、p<.001）、65.1
％を予想していた。表３より、標準化判別係数
の絶対値が最も大きいのは、「子育てに関する
情報量」であり、情報を多く求めようとしてい
る母親ほど、幼稚園教師にも積極的に相談しよ
うとすることがわかる。また、グループの重心
の値から判断し、「夫以外からのサポート」の
多さや「子不安感」の高さが、相談利用者の特
徴であると言えよう。一方で、「幼稚園教師と
の付き合いへの負担感」の高さは、相談利用の
阻害要因となっている。

Ⅳ．考察
（１）子育て相談が育児感情に及ぼす影響

本研究では、園における子育て相談が母親の
育児への不安感を軽減させる効果があるかどう
かを検証した。分析にあたっては、子どもの問
題行動も視野に入れ、よりリスクの高い群とそ

表３　子育て相談利用の有無の判別分析結果
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うでない群とにおいて、子育て相談の効果に違
いがみられるかどうかを明らかにした。

３要因による分散分析の結果、問題行動得点
の高い方が、親不安感、子不安感ともに高い傾
向にあった。また、全体的に１学期よりも３学
期の方が不安感得点は減少する傾向が見られた
が、これは、子どもが新しい環境やクラスに慣
れ、徐々に落ち着いていくともに、母親の不安
感もまた緩和されていくためと推測される。

子育て相談との関連においては、親不安感の
得点は、相談の利用頻度による差がなく、相談
による不安感軽減の効果は認められなかった。
一方で、子不安感は、子育て相談の利用によっ
て有意に軽減されていた。特に、外在化問題行
動のHigh群とLow群を対象とした分散分析の
結果からは、問題行動の高低に関わらず、子育
て相談を利用することで、子不安感は軽減され
ることが明らかとなった。また、内在化問題行
動については、問題行動が多くみられる群での
み、子育て相談が有意に子不安感を緩和させる
効果が認められた。

以上のことから、幼稚園教師からのアドバイ
スは、子どものことに関する悩みや迷いから生
じる不安感は軽減させうるが、母親自身の育て
方への不安感には大きな影響を及ぼしていない
と結論付けられよう。親不安感とは、親自身が
自分の育て方に対して抱く不安感であるが、荒
牧・無藤の分析によると、夫によるサポートと
負の相関関係にあり、夫サポートが有効である
可能性を示唆している。一方で、子不安感は、
夫のサポートよりも、幼稚園や保育園、母親の
友人など、親族以外からのサポートとの関連が
強いことが指摘されている11）。

すなわち、親としての役割や子育て方針、子
どもとのかかわり方に関する一番の相談相手は
夫であり、同じ親として、悩みや迷いなどを共
有することによって、親不安感は軽減されると
考えられる。それに対し、幼稚園教師には、そ
もそも自分の子育て方針が正しいのか等、親と
しての役割や適性についてよりも、園の集団生
活の中での子どもの姿などをよく知っている専
門家として、子どもの発達や育ちについて助言
してほしいといった期待をもつのかもしれな

い。このことは、子育て相談の利用者の特徴を
明らかにすることを目的とした判別分析の結果
からも裏付けられる。判別分析の結果、子育て
相談利用の促進理由として、親不安感ではな
く、子不安感の高さが有意であることが明らか
になっている。このようなことから、親不安感
ではなく、子不安感に関してのみ、子育て相談
の利用による不安感軽減効果がみられたものと
考えられる。

（２�）保育者・保護者間における関係性構築の
重要性

子どもの育ちや発達への不安感の高さ以外
に、子育て相談の利用者を特徴づける要因は何
か。

子育て相談を利用する母親は、幼稚園教師の
他にも子育てサポートを受けており、子育てに
関する情報を積極的に収集している傾向にあ
る。子不安感が高いがゆえに、いろいろな資源
を活用しようとしているのかもしれない。

また、先行研究によると、同じ幼稚園におけ
る子育て支援として位置付けられている預かり
保育を頻繁に利用しているのは、パートタイマ
ーであり、専業主婦の場合は一時的な用事があ
る時だけ利用しているなど、母親の就労状況に
よる違いが指摘されている12）。しかしながら、
今回の分析からは、母親の就労と子育て相談利
用の頻度には関連がないことが明らかになっ
た。また、通園手段に関する値も小さかったこ
とから、母親の忙しさや園までの物理的な距離
などが、必ずしも子育て相談利用の阻害要因と
はならないことがわかった。

加えて、子どもの問題行動も、利用を決定づ
ける要因とはなりえなかった。分散分析の結果
から、子どもに問題行動が多くみられるほど、
育児への不安感は高い傾向にあったが、問題行
動の高さが子育て相談利用の促進要因にならな
いのだとすれば、母親は、幼稚園教師に対し
て、もっと日常的な生活場面での子どもの気に
なる様子や変化について話を聞いてほしい、情
報を共有したいと望んでいることが推察され
る。高畑の指摘するように、幼稚園で行う子育
て相談は、母親にとって気軽に行える場となる
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ことが重要であると考えられる13）。
そして、着目すべきは、子育て相談相手の幼

稚園教師との関係性が利用有無を左右するとい
う点である。これはごく当たり前のようである
が、母親にとって、幼稚園教師は特別な専門家
というよりも、子どものことをよく理解してく
れている、ごく身近なパートナーともいうべき
存在であろう。だからこそ、教師との関係性が
負担に思えれば、わざわざ相談相手として、助
言を求めるようなこともなくなると考えられ
る。

藤崎は、保育者は、「子どもが好き」だから
こそ、子ども中心に考えていないように見える
保護者に出会うと、保護者を変えなくてはなら
いという思いが強くなりがちになると指摘して
いる14）。本研究の結果から明らかになってい
るように、親が抱く自分自身の育て方に対する
不安感は園への相談だけでは十分に軽減されな
い。そこで、親を変えようとしたり、専門的な
知識を押し付けようとしたりするのではなく、
子どもの育ちや発達について適切な情報を提供
しつつも、親自身が自らの子どもの捉え方や子
育てを自然に振り返ることができるような、そ
ういった間接的な助言が親不安感を軽減させる
ためにも効果的なのではないだろうか。

また、神谷は、保育者の立場から、「対応の
困難な保護者」がいると認知しているのは、20
代、30代の若手から中堅にかけての保育者に
多く、50代にかけて徐々にその割合が減って
いくことから、保育者のキャリアによって、保
護者を困難であると捉えるかどうかに関する認
識の相違を指摘している15）。すなわち、子ど
もの発達や子育てに関する専門的な知識だけな
く、保護者との間に良好な関係性を築けるかど
うかもまた、保育者に求められる力量の問題と
深く関わっていると言えよう。

（３）今後の課題
本研究で明らかにしたのは、子育て相談の頻

度が母親の育児感情に与える影響についてであ
り、具体的な相談内容や、状況、幼稚園教師の
キャリアやカウンセリングスキル、また心理カ
ウンセラーなど、園外の専門家との連携の有無

の影響等については考慮していない。そのた
め、それらも勘案しながら、親不安感を軽減す
るために効果的な支援とは何かについて今後検
証していく必要がある。また、今回は効果を検
証する指標として、母親の育児感情を用いた
が、不安感が軽減されることにより、親自身の
子どもへのかかわり方や子どもの発達そのもの
にどういった影響をもたらすのか、相互のダイ
ナミックな関係性についても今後検証していく
必要があろう。
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